
DX（Digital Transformation）は様々な企業における喫緊の経営課題であるものの、
成功に至っていると自認する企業はいまだ少数のままです。

ご参考：総務省「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究の請負 報告書」（2021年3月）

◼ 企業の成熟度（経産省「DX推進指標」）とDX実現に向けた施策例の対応関係の例(下図)

◼ 基本知識の習得から実行支援まで、成熟度によって企業が実施すべき施策は異なるはずです。

企業のDX成熟度に応じた人材育成・組織開発などの施策の対応関係

企業が自らDXを推進し、変革と成長のサイクルを継続的に回すための要諦は、企業
におけるDXの推進・進捗状況に即して企画・実行することであると当社は考えます。

◼ DXを自律的に推進し、変革と成長のサイクルを継続を回すには、貴社内にDX人材・組織が存在すること、
そのための人材育成や組織開発が重要なステップの一つであること自体は間違いありません。

◼ しかし最初から高度な技術知識を導入しようとするDX研修が停滞する企業事例も見受けられます。
DXになぜ取り組むのか、何を実現するために何を習得するのかが全社で具体化・共有されていないため、
動機付けされていない従業員が担当業務に不要と思うスキルは習得が進まない状況と推察されます。

◼ DXとはD（デジタル活用）とX（業務・ビジネスの変革）の共進化であり、両にらみの企画・検討が不可欠です。

コンサルティングサービスのご提案

DX実現への第一歩を踏み出したい企業を
支援する伴走型アプローチのご紹介

DXを実現する4フェーズと
これらの実現を支援するコンサルティングサービス体系の総合案内
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合目的な施策（例）

ご参考：IPA 独立行政法人情報処理推
進機構「DX推進指標のご案内 | 
社会・産業のデジタル変革」

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/linkdata/r03_02_houkoku.pdf
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/linkdata/r03_02_houkoku.pdf
https://www.ipa.go.jp/digital/dx-suishin/about.html
https://www.ipa.go.jp/digital/dx-suishin/about.html


◼ 当社オリジナル研修
「良くわかるDX 導入と
活用の仕方」配信中

⚫営業マーケティング
編・人事編・財務経
理編、および経営層
対象向けを準備

⚫財務・経理編につい
ては「紹介動画」を公
開中

コンサルティングサービスのご提案

3.必要スキルの習得

前頁の表で横軸とした4フェーズに沿ったコンサルティングサービスの提供イメージ

現状や目指す姿、貴社固有の課題などに応じてカスタマイズしつつ、全てのフェーズに
伴走いたします。DX実現への第一歩を踏み出したい企業さまはぜひご相談ください。

◼ DX入門から、その要素技術であるデザイン思考、
データ活用、IT戦略、システム設計など、今後の
企画・検討ができる程度に概観する研修を提供

◼ 貴社の業務・ビジネスを変革するビジョンと、そ
の実現に向けたITシステムや組織・人材の構想
を立案し、ロードマップを策定

◼ DXで実現すべき姿が見えれば、必要な人材・ス
キルや変革すべき業務テーマを具体化できます。

DXとは何か、その要素技術などを概観する
エントリーレベルの知識習得を支援

ビジョン策定・構想立案、業務やビジネスにお
ける変革テーマの抽出までDXの自分ごと化

4.変革テーマの実行

◼ 当社研修も演習・ワークショップ形式など多様な形
態で提供可能です。

◼ 貴社が必要な人材・スキル、人数、時期、予算な
どを踏まえ、人事制度設計や外部人材・企業連携、
他社研修コーディネートなども支援いたします。

◼ コンサルティング案件の受託としてはもちろん、
貴社要員のOJT研修としての活動も支援します。

◼ 新規サービス開発における受託調査、協働・
パートナリング先検討などの支援も可能です。

DX人材・組織の状況やPJ進捗を踏まえて
貴社に必要な形態で研修などを企画・提供

業務改善やデジタル化／IT導入支援、PMO

支援など、貴社の具体的な変革も支援

1. 基本知識の導入 2. 変革テーマの設定

【Step1】
初期調査・全体計画

【Step2】
業務棚卸し

【Step4】
業務要件整理・ベンダー選定

【Step3】
課題対応案検討

実施内容
⚫ 実行計画策定
⚫ 現行システム整理
⚫ 業務要件整理(RFP作成)

⚫ ベンダー提案比較・評価

業務改善・システム刷新に向けた実
行計画の策定を行います。また、ベン
ダーへの提案依頼に向けて、RFPを
作成します。RFPには、現行担保のた
めの現行システムの機能や非機能要
件も記載します。
また、ベンダーからの提案受領に向け
て、受け入れられる予算も検討してい
く必要があります。
最終的にベンダーからの提案を比較・
評価し、1社を選定するとともに契約
調整を行います。

インタビュー調査、データフロー調査、
業務フロー調査にて業務の棚卸しを
行います。各調査はまず本社部門に
て実施し、各拠点へは差分の確認を
行う想定です。また、業務フロー調査
は網羅的に実施するのではなく、イン
タビュー調査やデータフロー調査から
優先度/重要度が高いものに注力し
行っていきます。

業務棚卸しから、問題や解決したい課
題を抽出します。
抽出した課題からシステム統合の目
的に合致しているものを重要課題とし、
対応案やシステム化の範囲を検討し
ていきます。また、システム化するに
あたり、ソリューションを保持している
ベンダーの調査を並行して実施してい
きます。

既存資料の閲覧や経営層へのインタ
ビューを通し、システム統合の目的を
明確にします。システム統合の目的は
経営層とPJメンバーの双方が納得で
きる方針にする必要があります。
また、中期経営計画等に鑑み、システ
ムの中長期計画として取りまとめてい
きます。
機能要件だけでなく非機能要件(イン
フラ保守の期限・負荷など)の観点か
らも検討します。

主な作成物
⚫ システム統合の目的
⚫ 現行システム構成図
⚫ 現行システム一覧
⚫ システム統合計画
⚫ ・・・

主な作成物
⚫ インタビュー結果まとめ
⚫ データフロー図
⚫ 業務フロー図

(重要課題に関する業務)

⚫ ・・・

主な作成物
⚫ 課題一覧
（対応方針案の記載を含む）

⚫ RFI(情報提供依頼書)

⚫ ベンダー調査結果
⚫ ・・・

主な作成物
⚫ 現行機能一覧
⚫ 現行外部連携一覧
⚫ RFP(提案依頼書)

⚫ ベンダー評価表
⚫ ・・・

実施内容
⚫ システム統合の目的策定
⚫ 現行システム概要整理
⚫ 全体計画の策定

実施内容
⚫ インタビュー調査
⚫ データフロー調査
⚫ 業務フロー調査

実施内容
⚫ 課題分析・対応案検討
⚫ ベンダー調査

全体計画 業務要件定義

構想・計画策定 構築～導入現状調査

アプローチ アプローチアプローチ
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【主な作成物】
✓ プロジェクトの目的(目指すべき方向性)

✓ 現状業務フロー、業務量
✓ 現行システムDFD/ERD(概要)

✓ 課題一覧、改善施策案
✓ ・・・

【主な作成物】
✓ システム化範囲、要件一覧
✓ システム構成(案)

✓ マスタースケジュール
✓ 提案依頼書/ベンダー比較表
✓ ・・・

【主な作成物】
✓ プロジェクトの状況レポート
✓ 受入テスト、運用テスト計画
✓ 業務課題一覧、対応案
✓ 導入・展開計画
✓ ・・・

◼ 業務を可視化し、課題を発見します。その
課題の改善施策をご提示し、あるべき最
適な業務フロー・業務体系を整理するサ
ポートを致します

◼ プロジェクト全体の計画や進捗
の管理を致します

◼ システム開発部門を持たず、特定のベン
ダーやソリューションに依存することはあ
りません。中立の立場から、
貴院要件に最適な
システム導入ベンダーの
選定をご支援します

◼ 豊富な支援実績により、貴院のシステム
導入プロジェクトを成功へと導くプロジェク
トマネジメントをご支援します

システム化による改善のみでなく、業務改善
(BPR) を含む施策立案をご支援

システム刷新に向けて
プロジェクト計画策定をご支援

要件定義以降の構築導入フェーズの
プロジェクトマネジメントをご支援

お客様主導にて実施の内容

プロジェクトマネジメント支援

MURCの支援内容

各々の課題を拾い上げ、”本質的な課題”を抽出し、解決策を示すプレーヤーの存在が必須

✓ ユーザー側の求めるスペック・
機能が不明

✓ 制約(連続稼働時間等)を取り
払うことが不可

技術的な課題

1

ビジネスモデル
の課題

実運用上の課題

法的な課題

2

3

4

✓ 実行できる動作や代替可能な
業務範囲が不明

✓ ロボットの制約が不明

メーカーの課題(例) ユーザーの課題(例)

提供可能な機能・制約に対し
導入側の訴求が不十分で、
利用側のリテラシーも不足

“本質的な”課題(例)

✓ 少量生産のためコスト低減が困
難

✓ 従量課金を検討したいが、稼働
に対する効果の定量化が難し
い

✓ 初期導入費用が非常に高い
✓ 稼働分に対しての効果が
見えづらく、導入判断が難しい

売切以外の従量課金やリー
ス等のスキームや導入費用

対効果の
定量的な算出も未浸透

✓ メンテナンスのための人員を潤
沢に配置することができない

✓ 導入に際し、カスタマイズが必
須

✓ 独力でのメンテナンス・修理対
応は困難

✓ 検討～導入で莫大な時間を要
す

メンテナンス会社のようなプ
レーヤーが僅少でメーカーに

依存し
導入側のパッケージ化がこ

れから

✓ 導入される業界における法的な
制約が不明瞭

✓ 導入される業界における法的な
制約が不明瞭

法的制約のリスト化・対応方
法の浸透が未実施

（誰が音頭を取って解決するかが不明
瞭）

ロードマップ

演習・ワークショップ形式の実施イメージ

◼ コンサルタントの定期訪問に
よるレビュー、助言

◼ 訪問頻度等は、ご予算や全
体スケジュールに応じて調整

◼ 貴社のテーマや
データに基づいた
分析等の作業実施

実施オプション

◼ 情報提供

◼ 講義（スポット開催）

◼ 一部作業代行 など

課題や不明点
の持ち込み

作業方針等の
持ち帰り

当社は三菱UFJフィナンシャル・グループの一員としてMUFG行動規範に基づき活動しています

お問い合わせ

お問い合わせはこちら
※上記ボタンをクリックすると、当社問い合わせフォームに遷移します。紙でご覧の方はQRコードをお使いください

お問い合わせか ら企画提案まで お気軽に お問い合わせ く だ さい

https://mypage.squet.ne.jp/user/categories/OS/IMDX_ALL.pdf
https://mypage.squet.ne.jp/user/categories/OS/IMDX_ALL.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=DoVAy6KFjqY
https://reg18.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=nekf-ldkgpe-1648b29f41f462760deaee4cdc248144
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